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岩手県食の安全安心推進計画に関する施策の評価（令和４年度）【総括】 
 
 

Ⅰ 施策区分ごとの取組に係る指標の達成状況（令和４年度目標に対する達成状況） 

施策区分 取組数 指標数 ①達成 (100％以上) ②概ね達成(80％以上) ③未達成 (80％未満) 
① ＋ ② 

① ＋ ② ＋ ③ 

Ⅰ 安全で環境負荷の少ない食品の生産・製造等の推進 １４ ４ ３ １ ０ 4/4  （100％） 

Ⅱ 食品に関する信頼の向上と県民理解の増進 ２５ ４ ３ ０ １ 3/4  （75％） 

Ⅲ 監視・指導の強化等による安全安心を支える体制の充実 ３５ ６ ６ ０ ０ 6/6 （100％） 

計 ７４ 
１４ 

(1 指標重複) 
１２ 

(１指標重複) 
１ １ 13/14（92.9％） 

 
 
 

Ⅱ 全体評価 

  主要指標全体をみると、14指標のうち、目標を達成又は概ね達成したのは13指標（92.9％）となった（R3：11指標（78.6％））。 

  未達成となった１指標については、新型コロナウィルス感染症拡大によるイベント中止等の影響によるものであり、今後の改善が見込まれる。 

今後も、ＨＡＣＣＰを始め、岩手県食の安全安心推進計画に基づく各種施策を展開し、引き続き食品に対する安全の確保と信頼向上に努める必要がある。 

 

Ⅲ 主要指標の状況 

施策区分 主要指標 
基準年度 

（Ｒ１） 

目標年度 

（Ｒ７） 

Ｒ３ Ｒ４ 

実績 目標 実績 達成度 

Ⅰ 安全で環

境負荷の少

ない食品の

生産・製造等

の推進 

１ 県産農産物における食品衛生法違反（残留農薬基準超過）及び自主回収
事案に対する適切かつ迅速に対応した割合 100％ 100％ 100％ 100％ 

- 
（100％） 

達成  

２ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する講習会の受講者数（累計） 1,592 人 9,000 人 4,928 人 3,600 人 8,875 人 達成 246.5％ 

３ 食品衛生推進員（食品安全サポーター）によるＨＡＣＣＰに沿った衛生
管理導入の現場指導立入施設数 5,017 施設 5,000 施設 4,099 施設 5,000 施設 4,102 施設 概ね達成 82.0％ 

４ 環境負荷の少ない農業を促進する研修会の開催 ３回 ３回 1 回 ３回 ３回 達成 100％ 

Ⅱ 食品に関

する信頼の

向上と県民

１ 食品表示法違反による改善命令等件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成  

２ 食の安全安心に関する講座型リスクコミュニケーションの延べ受講者数 80 人 100 人 － 100 人 132 人 達成  
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理解の増進 ３ 県産農産物における自主回収事案に対する適切かつ迅速に対応した割合
（再掲） 100％ 100％ 100％ 100％ 

- 
（100％） 

達成  

４ 食の安全安心に関する出前講座等の実施回数 152 回 160 回 79 回 160 回 64 回 未達成 40.0％ 

Ⅲ 監視・指導

の強化等に

よる安全安

心を支える

体制の充実 

１ 本県産の貝毒食中毒発生件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成  

２ 流通食品検査等の基準適合率 99.2％ 99.2％ 99.9％ 99.2％ 99.9％ 達成  

３ 輸入食品に関する残留農薬基準超過等の食品衛生法違反件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成  

４ 食中毒対策緊急連絡訓練実施回数 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 達成 100％ 

５ 残留農薬の新たな分析法開発に関する研究等の共同実施回数（累計） １回 ５回 １回 ２回 ２回 達成 100％ 

６ 食品衛生監視員の資質向上に係る外部研修等への派遣人数 ７人 ７人 10 人 ７人 ７人 達成 100％ 

※達成度の評価基準 100％以上：達成、80％以上：概ね達成、80％未満：未達成 
 

 

 

 



岩手県食の安全安心推進計画　指標の状況（令和４年度）

１　主要指標の評価に関すること
Ⅰ　安全で環境負荷の少ない食品の生産・製造等の推進

項目
基準年度
（R1）

目標年度
（R7）

指標設定の
考え方

（参考）
R3実績

R4
目標

R4
実績

R4
達成度

R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　県産農産物における食品衛
生法違反（残留農薬基準超過）
及び自主回収事案に対する適
切かつ迅速に対応した割合　※
1

－
（100％）
※２

100%

農薬取締法に基
づき、適切かつ
迅速に対応しま
す。

100% 100%
－

（100％）
達成

県内で農薬残留基準値超過事案は発生しな
かった。

・引き続き農薬の適正販売、安全使用を推進する農
薬管理使用アドバイザーの育成など、事故の未然
防止に取り組む。
・万が一事故が発生した場合には、関係機関・団体
と連携し、適切かつ迅速に対応する。

農業普及技
術課

２　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
に関する講習会の受講者数（累
計）

1,592人
※３

9,000人
過去実績を上回
ることを目指しま
す。

4,928人
3,600人
（累計）

8,889人 達成
HACCPに沿った衛生管理の義務化に対応し、
重点的に講習を行ったことから、目標（3,600
人）を上回る結果となった。

岩手県食品衛生協会等と連携しＨＡＣＣＰに沿った
衛生管理の定着のため、「衛生管理計画作成ワー
クショップ」等を開催するなど、HACCPに関する講
習会を継続的に実施する。

県民くらしの
安全課

３　食品衛生推進員（食品安全
サポーター）によるＨＡＣＣＰシス
テムの考え方に基づく衛生管理
導入の現場指導立入施設数

5,017
施設

5,000
施設

自主的な衛生管
理の取組を進め
るため、食品安
全サポーターを
委嘱・育成し、営
業者への現場指
導を行います。

4,099
施設

5,000
施設

4,102
施設

概ね達
成

新型コロナウイルス感染症の影響で目標の水
準まで立入頻度を上げることができなかった
が、同様の状況であった令和３年度と比較して
同程度の立入を実施しており、目標を概ね達成
した。

HACCPに沿った衛生管理の実践について指導する
ため、各保健所と食品安全サポーター等が協働し、
現場指導立入を実施する。

県民くらしの
安全課

４　環境負荷の少ない農業を促
進する研修会の開催

３回 ３回
環境保全に関す
る技術分野別に
開催します。

1回 ３回 ３回 達成
農薬適正販売・使用研修会（１回）、環境保全
型農業セミナー（１回）、適正施肥研修会（１回）
実施。

・引き続き環境保全に関する技術分野別の研修会
の開催を通じて、環境負荷の少ない農業の促進に
取り組む。

農業普及技
術課

※１　事件発生の都度、対応状況を検証・評価し算出するもの。

※２　令和元年度は事案の発生がなかったもの。事案があった平成29年度においては100％であるもの。

※３　過去５年間の平均値（令和元年度はＨＡＣＣＰに沿った衛生管理施行直前で一時的に増加しているため除く）

Ⅱ　食品に関する信頼の向上と県民理解の増進
項目

基準年度
（R1）

目標年度
（R7）

指標設定の
考え方

（参考）
R3実績

R4
目標

R4
実績

R4
達成度

R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　食品表示法違反による改善
命令等件数

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成 改善命令等の指示・公表はなかった。
食品表示に関する店舗への指導や食品表示制度
の普及に努める。

県民くらしの
安全課

２　食の安全安心に関する講座
型リスクコミュニケーションの延
べ受講者数

80人 100人
令和元年度の実
績を上回ること
を目指します。

0人 100人 132人 達成
食中毒、輸入食品、食品安全、工場見学をテー
マに５回実施した。

アンケート結果等から参加者の関心が高いテーマ
を選定のうえ４回開催する。

県民くらしの
安全課

３　県産農産物における自主回
収事案に対する適切かつ迅速
に対応した割合（再掲）※４

－
（100％）
※５

100% 100% 100%
－

（100％）
達成

県内で農薬残留基準値超過事案は発生しな
かった。

・引き続き農薬の適正販売、安全使用を推進する農
薬管理使用アドバイザーの育成など、事故の未然
防止に取り組む。
・万が一事故が発生した場合は、関係機関・団体と
連携し、適切かつ迅速に対応する。

農業普及技
術課

４　食の安全安心に関する出前
講座等の実施回数

152回 160回
令和元年度の実
績を上回ること
を目指します。

79回 160回 64回 未達成

出前講座について、ホームページやチラシ、通
知等を通じて、市町村、関係団体等へ積極的
に周知に努めたが、新型コロナウイルス感染症
拡大により、依頼が大幅に減少し、目標を達成
できなかった。

引き続き広く県民に周知を行い、食品の安全性確
保に関する理解の促進等のため、出前講座の実施
に取り組む。

県民くらしの
安全課

※４　事件発生の都度、対応状況を検証・評価し算出するもの。

※５　令和元年度は事案の発生がなかったもの。事案があった平成29年度においては100％であるもの。
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　Ⅲ　監視・指導の強化等による安全安心を支える体制の充実
項目

基準年度
（R1）

目標年度
（R7）

指標設定の
考え方

（参考）
R3実績

R4
目標

R4
実績

R4
達成度

R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　本県産の貝毒食中毒発生件
数

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成
本県産の貝毒食中毒の発生は０件であり、目
標を達成した。

県の貝毒管理措置要綱等に基づき、県漁業協同組
合連合会と連携し、引き続き漁協に対して監視等の
徹底を指導する。

水産振興課

２　流通食品検査等の基準適合
率

99.2％
※６

99.2%
過去５年間と同
等以上の適合率
を維持します

99.9% 99.2% 99.9% 達成
1105件の検査のうち基準違反は１件（基準適
合率99.9％）であり、目標を達成した。

収去検査を計画的に実施することにより、県内流通
食品の安全性を確認し食の安全安心を図る。
（1,000検体を予定）

県民くらしの
安全課

３　輸入食品に関する残留農薬
基準超過等の食品衛生法違反
件数

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 達成
輸入食品に関する残留農薬基準超過等の食
品衛生法違反は53件中０件であり、目標を達
成した。

各保健所の食品衛生監視員が食品関係営業施設
の監視指導及び収去検査を計画的に実施し、食品
衛生法違反件数０件の維持を図る。

県民くらしの
安全課

４　食中毒対策緊急連絡訓練実
施回数

２回 ２回

食中毒事件に適
切に対応するた
め、実施回数を
維持します。

２回 ２回 ２回 達成
食中毒対策緊急連絡訓練を２回実施し目標を
達成した。

年間２回の訓練を実施する。
県民くらしの
安全課

５　残留農薬の新たな分析法開
発に関する研究等の共同実施
回数（累計）

１回 ５回

国が実施する分
析法開発に関す
る研究等に毎年
度参加するな
ど、最新知見と
技術の習得に努
めます。

１回
２回
（累計）

２回
（累計）

達成

厚生労働省が残留農薬等の試験法を開発する
ために実施する事業に１回参加し、多成分を一
斉に分析する試験法の妥当性評価を実施し
た。

残留農薬等の分析法に係る知見取得のため、今年
度も厚生労働省委託事業を受託し、当該分析法の
妥当性を評価する。

環境保健研
究センター

６　食品衛生監視員の資質向上
に係る外部研修等への派遣人
数

７人 ７人

令和元年度の実
績と同等以上の
受講者数を維持
します。

10人 ７人 ７人 達成
国及び関係機関主催の研修へ７人を派遣し（オ
ンライン参加を含む）、目標を達成した。

国及び関係機関主催の研修へ７人派遣する（オン
ライン参加を含む）。

県民くらしの
安全課

※６　平成27年度から令和元年度の平均値
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２　参考指標の実績に関すること
Ⅰ　安全で環境負荷の少ない食品の生産・製造等の推進

項目
基準年度
（R1）

（参考）
R3実績

R4実績 R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　生乳検査における体細胞数
50万/ml未満の農家割合※７

95% 95.6% 95.6%
生乳サンプル12,074件の検査を実施した結果、
基準値を0.6ポイント上回り、前年度と同様の実
績となった。

引き続きR4と同程度の生乳サンプル検査を実施す
る。また、体細胞数50万/ml未満の農家割合を増加
させるため、長期季節予報等を参考に注意喚起・飼
養管理指導等を実施する。

畜産課

２　衛生管理計画の不備による
行政処分の件数

０件 ０件 ０件
衛生管理計画の不備による行政処分０件であ
り、目標を達成した。

HACCPに沿った衛生管理の実施を継続指導し、事
業者の自主衛生管理の向上を図る。

県民くらしの
安全課

３　違反・不良流通食品に対する
処理率

100% 100% 100%

農薬の残留基準超過事例や他県における回収
命令への対応を適切に行った。
指定外添加物を使用した県内そうざい製造業
者へ商品回収の指導、また体制改善まで営業
を禁止した。

違反食品等の流通が認められた場合には、各保健
所の食品衛生監視員により適切な監視指導を実施
し、被害拡大を防止する。

県民くらしの
安全課

４　営業施設を原因とする食中
毒の発生件数

４件 ７件 ６件
６件（うち盛岡市３件）発生した。
（内訳）アニサキス：５件、カンピロバクター：１件

各保健所の食品衛生監視員が食品関係営業施設
の監視指導を計画的に実施するとともに、（一社）
岩手県食品衛生協会と連携しながら、営業者に対
する食中毒発生防止のための正しい知識の普及及
び適切な衛生管理の指導を強化する。

県民くらしの
安全課

５　食品関係施設に対する監視
指導件数延べ割合

107.8% 135.0% 120.4%
各保健所による計画的な監視の実施により、
目標（100％）を上回る結果となった。

各保健所の食品衛生監視員が食品関係営業施設
の監視指導を計画的に実施することにより（監視率
目標100％）、食の安全安心の確保に取り組む。

県民くらしの
安全課

Ⅱ　食品に関する信頼の向上と県民理解の増進
項目

基準年度
（R1）

（参考）
R3実績

R4実績 R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　健康増進法に基づく広告違
反事例に対する是正、改善率

100％
(０件)

100％
(０件)

100％
(０件)

違反事例はなかった。
各保健所において、違反事例の把握及び指導を実
施する。

健康国保課

２　食の安全安心に関する大規
模なリスクコミュニケーション開
催回数

２回 － １回
食品表示に関する講習会を実施した（120名参
加）。

アンケート結果等から参加者の関心が高いテーマ
を選定のうえ、1回開催する。

県民くらしの
安全課

３　牛肉、米トレーサビリティ法
の違反事例

０件 ０件 ０件
制度の周知が図られており、違反は見られな
かった。

ホームページ等で引き続き周知を図るとともに、国
と連携し、外食事業者、食品加工事業者等を対象
に、制度に関する資料を配布し普及・定着を図る。

流通課

４　地産地消促進計画を策定し
ている市町村の数

29市町村
32市町
村

33市町村
県内の計画未策定市町村に対して働きかけを
行ったこと等により、目標を達成した。

・県内全市町村の策定が完了したことから、各市町
村の地産地消促進計画の実行を支援していく。

流通課

５　給食施設での県産食材利用
率（重量ベース）※８

61%
※９

－ －
２年に１回の調査となっており、Ｒ4の実績につ
いて、Ｒ5.12月頃にとりまとめの見込み

ホームページ等による旬の食材のＰＲ等を通じた県
産食材の情報提供や、栄養職員等を対象としたセ
ミナーでの啓発等を行い、引き続き県産食材の利
用促進に取り組む。

流通課

６　学校給食における
県産食材の利用割合（金額ベー
ス）※10
国産食材の利用割合（金額ベー
ス）※11

県産
58.2％
国産
90.2％

県産
57.9％
国産
89.4％

県産
60.9％
国産
93.0％

基準年度と比較し、県産利用割合が2.7ポイン
ト、国産利用割合が2.8ポイント増加した。

引き続き、研修会等を通じて、県産食材や国産食
材を取り入れた学校給食を教材とした食に関する
指導を推進する。

保健体育課

※８　県内の給食施設において、2年に1回（毎月の１週間）給食に利用した食材の全量に占める県産食材の割合を調査するもの。

※９　隔年調査のため、平成30年度の値。

※10　県内の学校をランダムに５施設抽出し、年２回（各５日間）実施する調査。

※11　県内の学校をランダムに５施設抽出し、年２回（各５日間）実施する調査。

※７　体細胞数は、生乳を生産する家畜の健康状態を示す数値で、衛生的乳質の指標の１つとされている。指定生乳生産団体が定める乳質格差制度において規制を受けない50万/ml未満の農家割合を指標としたもの。

3



Ⅲ　監視・指導の強化等による安全安心を支える体制の充実
項目

基準年度
（R1）

（参考）
R3実績

R4実績 R4実績の評価 今後の対応 担当課等

１　水産物の高度衛生品質管理
地域認定数

５地域 ８地域 10地域

水産物の安全性を確保するため、高度衛生品
質管理地域づくりに取り組む市町村の地域計
画の実行支援や、衛生管理研修会の開催、専
門のアドバイザーによる衛生指導等（延べ２社）
を行い、各段階でのIFｒHACCPの導入の促進を
図った。

引き続き、市町村の地域計画の実行を支援すると
ともに、各段階でのIFｒHACCPの導入を促進する。

水産振興課

２　生食用カキのノロウイルス検
査実施割合

100% 100% 100%

・県の対策指針に基づき、業界の自主検査が
定期的に実施され、ノロウイルスが検出された
場合には出荷の自主規制を行った。
・感染性胃腸炎の流行状況を注視し、いつでも
検査体制の強化ができるよう監視した。

県と業界の対応指針に基づき、県漁業協同組合連
合会と連携し、引き続き漁協に対して監視等の徹底
を指導する。

水産振興課

３　各月間における監視指導※
12の実施割合

107.8% 135.0% 120.4%
各保健所による計画的な監視の実施により、
目標を上回った。

監視指導計画に基づき計画的に実施する。
県民くらしの
安全課

４　監視指導計画に対する収去
検査実施割合

110.9% 103.0% 110.5%
1,000検体を計画し、1,105検体の収去検査を実
施した。

収去検査を計画的に実施する。（1,000検体を予定）
県民くらしの
安全課

５　いわゆる「健康食品」による
健康被害に対する関係法令に
基づく処分又は告発件数

０件 ０件 ０件

監視指導や県民への注意喚起の実施により、
いわゆる「健康食品」による健康被害に対する
関係法令に基づく処分又は告発件数は０件で
あった。

引き続き、食品・薬務合同監視指導を実施するとと
もに、県民への健康食品に関する普及啓発を行う。

健康国保課

６　残留農薬の基準超過や遺伝
子組み換え食品による食品衛生
法違反件数

０件 １件 0件
県内で残留農薬の基準超過等の違反はなかっ
た。

収去検査を計画的に実施するとともに、農林水産
部と連携し、農薬の適正使用等に関する指導の強
化を図る。

県民くらしの
安全課

７　と畜場及び食鳥処理場にお
ける安全確保検査適合率

100% ― ―

法改正により、R3.6.1からと畜場及び食鳥処理
場に対して安全確保検査に代わって外部検証
を行ったが、外部検証における微生物検査の
評価基準が定められていなかったため、評価
できなかった。

指標を「と畜場及び食鳥処理場における外部検証
検査適合率（目標値：100％）」とし、設定した一般細
菌数の評価基準に基づく評価結果により、R５から
評価を行っていく。

県民くらしの
安全課

８　食の安全安心に関する調査
研究の実施回数

１回 １回 １回
日本では許可されていない指定外着色料の標
準品（8種類）を用いて抽出条件の検討を行っ
た。

引き続き、検討結果を踏まえて、着色料以外の食
品添加物（DDAC等）についても分析法の開発を行
い標準作業書の策定を図って行きたい。

環境保健研
究センター

９　食の安全安心に関する情報
発信回数

－ ０回 ３回

・健康への危険度が最大の「クラス１」であっ
て、現に流通している食品の回収があった場
合、SNSを活用して速やかな情報提供に努め
ることとしていたが、該当する３件について、県
の公式ツイッターにより速やかな情報発信を
行った。

該当事案が発生した際には速やかに情報発信す
る。

県民くらしの
安全課

10　流通食品の放射性物質収
去検査における基準値以下の
割合

100% 100.0% 100.0% 収去検査の結果、基準値超過はなかった。
収去検査を計画的に実施するとともに、農林水産
部と連携し、出荷制限等の食品が流通しないように
関係団体へ要請する。

県民くらしの
安全課

※12　食品衛生月間などの各重点期間における監視指導
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岩手県食の安全安心推進計画 施策毎の具体的取組

Ⅰ 安全で環境負荷の少ない食品の生産・製造等の推進

施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

農 業 普 及 技 術
課

1
農産物の生産段階におけ
るＧＡＰの取組

・県及び関係団体のGAP指導者を対象とした研修会を開催（３月８
日、盛岡市、45名）
・農業者及び指導者等を対象に、先駆的にGAPに取り組む産地の事
例を紹介する研修会を開催（３月８日、盛岡市、57名）
・認証GAP取得を志向する11経営体を対象に現地機関と連携して指
導を展開し、4農場が認証を新たに取得
・農業大学校・農業高校におけるGAP教育の実施及び認証取得に向
けた取組を支援し、4校がGAP認証を継続

・GAP指導者を対象とした研修会等の開催(１回)
・農業者及びGAP指導者を対象とした優良事例研修の開催（１
回）
・JAと連携し、生産部会等、団体での取組推進
・認証取得意向の農業者からの指導要請に対応
・農業大学校・農業高校における認証継続のための支援を実施

畜産課 2
畜産物の生産段階におけ
るＧＡＰの取組

・畜産GAP指導体制の整備のため、指導員養成研修を開催（２回）
・認証取得意向のある農場等に対し、農場指導によりGAPの実践を
支援。

・畜産GAP指導体制の整備のため、指導員養成研修を開催(２回)
・認証取得意向のある農場からの指導要請への対応

畜産課 3
農場ＨＡＣＣＰの導入支
援

・農場HACCP認証農場（肉用鶏２農場）におけるHACCP運用のた
めの定期検討会及び研修会への助言・指導。
・農場ＨＡＣＣＰ導入を希望する農場に対し、推進農場指定の取得
に向けた準備を支援。

・引き続き、「農場HACCP認証農場」の取得を目指す１農場（養
豚農場）において、農場HACCP認証の取得を支援する。
・農場HACCP導入を希望する農場に対し、推進農場指定の取得に
向けた準備を支援する。

畜産課 4 高品質生乳出荷の推進 ・生乳サンプル12,074件の検査を実施。
・R４と同程度の生乳サンプル検査を実施し、体細胞数の推移を監
視する。

畜産課 5 安全な鶏卵出荷の推進
・採卵農場105戸の衛生管理の実施状況、自主検査成績等を把握・
分析。
・分析結果を踏まえ、サルモネラ検査は実施せず。

・採卵農場105戸の衛生管理の実施状況、自主検査成績等を把
握・分析する。
・分析結果を踏まえ、課題のある農場や検査要望のある農場につ
いて検査・指導を実施する

県 民 く ら し の
安全課

6
食品安全サポーターによ
る巡回・指導

・食品安全サポーターによる、事業者に対する食品衛生法改正の周
知や、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理への移行等現場指導立入施設数
（R4年度立入施設数 計画5,000施設、4,102施設）
※新型コロナウイルス感染症の拡大対策の観点から、施設への立入
は可能な範囲で実施した。

・食品安全サポーターによる、事業者に対する食品衛生法改正の
周知や、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理への移行等現場指導立入施
設数 5,000施設
（新型コロナウイルス感染症が第５類に分類されたことを踏ま
え、基本的な感染対策を図りつつ、積極的に施設への立入を行
う）

県 民 く ら し の
安全課

7
HACCPに関する研修会等
の開催、HACCP取得への
指導助言

・各保健所において、衛生管理計画作成ワークショップを開催し
た。
・「HACCPプラン作成セミナー」を開催した
（（一社）岩手県食品衛生協会に委託）。

・衛生管理計画作成のためのワークショップを、「届出営業者」
にも拡大して実施し、HACCPに沿った衛生管理の実践と定着を指
導する。

１ 生産段階
における食品
の安全性の確
保への支援

（１）安全・安
心な産地づくり
に向けた継続的
なＧＡＰの取
組・活用の推進

（２）家畜及び
生産物の衛生的
管理技術の支援

２ 製造・加
工、流通段階
における食品
の安全性の確
保への支援

（１）ＨＡＣＣ
Ｐに沿った衛生
管理についての
取組の支援

資料１－３
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施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

農 業 普 及 技 術
課

8
農 薬 管 理 使用 アド バイ
ザー養成研修の実施

・農薬管理使用アドバイザー養成研修を２回開催。
・産直、卸売市場、集落営農組織の役員、無人航空機のオペレー
ター等関係者を対象に受講を誘導した。（７～12月）
・特に、産直組織へのアドバイザー配置を進めるため、普及セン
ター等と連携して受講を誘導したり、無人マルチローター（ドロー
ン）の販売店を対象に、新規オペレーターの受講を誘導するなどの
取組を行った。
※農薬管理使用アドバイザー認定目標1,300名維持

・農薬管理使用アドバイザー養成研修開催(２回)
・農薬管理使用アドバイザー認定事務等（委員会開催2回）
・産直、卸売市場、集落営農組織の役員、無人航空機のオペレー
ター等関係者への受講誘導（7月～12月）
・農薬管理使用アドバイザーが全産直組織に配置されるよう、普
及センター等と連携した受講を誘導。
※農薬管理使用アドバイザー認定目標1,300名維持

農 業 普 及 技 術
課

9
農 薬 管 理 使用 アド バイ
ザーへの研修実施

・農薬管理使用アドバイザー更新研修を開催した。（５回） ・農薬管理使用アドバイザー更新研修開催（５回）

県 民 く ら し の
安全課

10
食品衛生推進員（食品安
全サポーター）の委嘱

・委嘱者85名の巡回指導等により営業者の自主衛生管理を推進し
た。

・R4からR6.3.31までの委嘱期間で85名に委嘱し、各店舗への巡
回指導等により営業者の自主衛生管理を推進する。

県 民 く ら し の
安全課

11
食品衛生推進員の資質向
上のための講習会の開催

・食品衛生指導員の研修を兼ねて、6月に実施した。
・食品衛生推進員（食品安全サポーター）に特化した内容の研修
は、新型コロナウイルス感染症の流行状況を踏まえ中止した。

・6月に実施予定

（３）営業施設
における食品衛
生責任者の養成

県 民 く ら し の
安全課

12
食品衛生責任者養成講習
会の実施（食品衛生管理
者も対象に含む）

・食品衛生責任者養成講習会を実施。
（23回開催、1,489名を養成。）

・食品衛生責任者養成講習会受講者人数600名以上を目標に講習
会を実施

（４）食品の適
正表示を推進す
る者の養成

県 民 く ら し の
安全課

13
食品適正表示推進者養成
講習会への講師派遣

事業者を主な対象とした食品表示に係る講習会を（一社）岩手県食
品衛生協会の後援を受け実施し、事業者による食品表示の適正化を
支援した。
（食品関連事業者88名参加）

・基本的な感染症対策を講じたうえで実施予定

４ 環境負荷
の少ない産地
づくりの推進

（１）環境負荷
の少ない農業技
術の普及拡大

農 業 普 及 技 術
課

14
環境に負荷が少ない施肥
技術研修会の実施

・環境保全型農業セミナーを開催した（1月31日、北上市）。
・適正施肥研修会を開催した（11月11日、18日、22日、北上市、
190名）。
・農薬適正販売・使用研修会を開催した（10月12日、北上市、167
名）。

・環境保全型農業セミナーの開催（１回）
・適正施肥研修会の開催（2回）
・農薬適正販売・使用研修会の開催（１回）
・引き続き、適正施肥の必要性を周知

３ 食の安全
安心に関わる
人材の育成

（１）農薬の適
正販売、安全使
用を推進する農
薬管理使用アド
バイザーの育成

（２）食品の衛
生管理を啓発す
る食品衛生推進
員の育成
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Ⅱ 食品に関する信頼の向上と県民理解の増進

施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

県 民 く ら し の
安全課

15
食品表示に関する店舗へ
の指導

・県内の事業者店舗について、表示点検を実施。
・加工食品の原料原産地表示の義務化について周知を図った。

・県内の事業者店舗について、表示点検を実施する。
・加工食品の原料原産地表示の義務化等、引き続き新たな制度に
基づいた表示について適切に指導する。

県 民 く ら し の
安全課

16
食 品 衛 生 法に 基づ く監
視・指導と併せた食品表
示制度の普及

・監視時において適正な食品表示制度の普及に努めた。 ・監視時において適正な食品表示制度の普及を図る。

（２）食品表示
に関する相談の
実施

県 民 く ら し の
安全課

17
食品表示110番の設置と
県民から相談等の対応、
指導の実施

・食品表示110番の開設
・食品表示専門員１名を配置した。
・食品表示110番受理件数11件。

・食品表示110番の開設
・引き続き専門員を配置し、適切な対応や指導に努める。

県 民 く ら し の
安全課

18
食品表示ウォッチャーの
委嘱

・令和4年5月26日から令和5年3月31日までの委嘱期間で31名に委
嘱。
・報告件数193件。（全４回報告。）

・令和５年5月16日から令和６年3月31日までの委嘱期間で25名
に委嘱。

県 民 く ら し の
安全課

19
食品表示ウォッチャー研
修会の実施

・第１回研修会:令和４年７月５日開催
・第２回研修会:令和５年１月16日開催

・第１回研修会:令和５年５月16日開催
・第２回研修会:年度後半に開催予定。

（４）食品の適
正表示を推進す
る者の養成（再
掲）

県 民 く ら し の
安全課

20
食品適正表示推進者養成
講習会への講師派遣

（再掲 施策３(4)）
事業者を主な対象とした食品表示に係る講習会を（一社）岩手県食
品衛生協会の後援を受け実施し、事業者による食品表示の適正化を
支援した。
（食品関連事業者88名参加）

（再掲 施策３(4)）
・基本的な感染症対策を講じたうえで実施予定

県 民 生 活 セ ン
ター

21 事業者への指導等 ・食品に関する指導等件数 1 件 ・指導等が必要な事案が発生した際には、適宜対応する。

県 民 生 活 セ ン
ター

22
景品表示法に関する消費
者教育（出前講座等）

・出前講座（随時、講師派遣の要請があった都度実施）等において
景品表示法のリーフレットを配布し、周知を図った。（実施回数:
45 回、受講者2,006人）

・出前講座（随時、講師派遣の要望があったつど実施）等におい
て景品表示法の周知を行う。

健 康 国 保 課 、
県 民 く ら し の
安全課

23
食品の虚偽又は誇大広告
に関する重点監視の実施

・痩身・強壮用健康食品及び指定薬物の含有が疑われる物の買上調
査を実施した。（5品目）
・薬事監視員と食品衛生監視員が連携し、監視指導を実施した。

・薬事監視員と食品衛生監視員が連携し監視指導を実施する。
・痩身・強壮用健康食品及び指定薬物の含有が疑われる物の買上
調査を実施する（10品目程度）。

健 康 国 保 課 、
県 民 く ら し の
安全課

24
健康被害に関する県民へ
の注意喚起

・「健康食品」による健康被害（又は疑い）が発生した場合は、県
民に対する注意喚起を実施する。（事案なし）

・「健康食品」による健康被害（又は疑い）が発生した場合は、
県民に対する注意喚起を実施する。

（１）食品表示
に関する店舗へ
の指導

（３）食品表示
ウォッチャーの
委嘱と活動の充
実

（５）不当な表
示や過大な景品
類の提供に対す
る指導

（６）食品の虚
偽又は誇大広告
に関する指導

５ 食品の適
正表示の推進

3



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

（１）食の安全
安心に関するリ
スクコミュニ
ケーションの実
施

県 民 く ら し の
安全課

25
リスクコミュニケーショ
ンの実施

①劇場型リスクコミュニケーション
・食品表示講習会（1/16、120人）
②講座型リスクコミュニケーション（食の安全安心を考える講座、
合計132人）
・食中毒（8/22、31人）
・輸入食品（8/22、32人）
・食品安全（9/16、36人）
・リスコミ講師育成講座（9/16、16人）※講座型リスコミとして
実施
・牛乳工場オンライン見学（10/31、17人）

・食中毒、食品表示及びゲノム編集食品等をテーマに４回開催す
る。

（２）食の安全
安心に関する出
前講座等の実施

県 民 く ら し の
安全課

26
出前講座の開催や講師派
遣の実施

・64回実施、延1,746名受講。
（テーマ:食中毒、食品表示、HACCP等）

・広く周知を行い、随時依頼に応じて実施する。テーマは、主催
側の依頼に応じるほか、県民に特に周知の必要な話題を積極的に
取り上げる。

（３）食品に関
するトレーサビ
リティ制度の普
及

流通課 27

・県広報媒体による周知
活動
・広報等を活用した普及
啓発

・制度について、ホームページ等で引き続き周知を図った。
・国と連携し、食品事業者等を対象に、必要に応じて指導を行っ
た。

・制度について、ホームページ等で引き続き周知活動を実施。
・国と連携し、食品事業者等を対象に、必要に応じて指導を実
施。

（４）フード・
コミュニケー
ション・プロ
ジェクト（ＦＣ
Ｐ）の推進

産 業 経 済 交 流
課

28
FCP参加企業の募集とセ
ミナー開催による普及啓
発

・ＦＣＰ岩手ブランチの加入促進
 （ホームページ、メーリングリスト等での周知）
 会員数 108社（Ｒ4中に加入16社 退会2社）
・交流会開催等
 令和４年度 FCP岩手ブランチ交流会（2022/11/22）を開催し
た。

・食品事業者の消費者に向けた事業活動の「見える化」への支援
などを交流会、セミナー等により継続して実施。県全域のほか各
広域振興局での開催により、本庁と広域振興局による協働の取組
を強化する。
・引き続きFCP岩手ブランチの加入促進に努めるとともに、セミ
ナーの開催や「見える化」シートを活用し、事業者間連携等を図
る。

（１）自主回収
報告制度の確実
な実施及び県民
への迅速な情報
提供

県 民 く ら し の
安全課

29

本県事業者の自主回収報
告制度による迅速かつ適
切な回収と自主回収情報
の県民への提供

・報告件数31件について、管轄保健所において適切な指導を行った
ほか、速やかに国の食品衛生申請等システムに登録し、また、県民
くらしの安全課において速やかにホームページに掲載した。
・現に流通している食品の回収において、健康への危険度が最大の
「クラス１」であった場合、SNSを活用して速やかな情報提供に努
めることとしていたが、該当する２件について、届出のあった日の
うちに県の公式ツイッターで情報発信を行った。

・本格運用が開始した国の食品衛生申請等システムにより県内及
び、他の自治体における自主回収情報が閲覧できるようになっ
た。
・県内で自主回収案件が発生した際には、管轄保健所における適
切な指導のほか、国の食品衛生申請等システムへの登録、県ホー
ムページにおけるシステムへの案内掲載、SNSの活用により、県
民への速やかな情報提供に努める。

（２）食品の適
正表示を推進す
る者の養成（再
掲）

県 民 く ら し の
安全課

30
食品適正表示推進者養成
講習会への講師派遣

（再掲 施策３(4)）
事業者を主な対象とした食品表示に係る講習会を（一社）岩手県食
品衛生協会の後援を受け実施し、事業者による食品表示の適正化を
支援した。（食品関連事業者88名参加）

（再掲 施策３(4)）
・基本的な感染症対策を講じたうえで実施予定

６ 食品の信
頼向上のため
の相互理解の
増進

７ 自主回収
報告制度によ
る食品回収情
報の適切な提
供

4



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

県 民 く ら し の
安全課

31
食の安全安心に関するリ
スクコミュニケーション
の実施（再掲）

（再掲 施策６(1))
①劇場型リスクコミュニケーション
・食品表示講習会（1/16、120人）
②講座型リスクコミュニケーション（食の安全安心を考える講座、
合計132人）
・食中毒（8/22、31人）
・輸入食品（8/22、32人）
・食品安全（9/16、36人）
・リスコミ講師育成講座（9/16、16人）※講座型リスコミとして
実施
・牛乳工場オンライン見学（10/31、17人）

（再掲 施策６(1))
・食中毒、食品表示及びゲノム編集食品等をテーマに４回開催す
る。

県 民 く ら し の
安全課

32
食の安全安心に関する出
前講座等の実施（再掲）

（再掲 施策６(2)）
・64回実施、延1,746名受講。
（テーマ:食中毒、食品表示、HACCP等）

（再掲 施策６(2)）
・広く周知を行い、随時依頼に応じて実施する。テーマは、主催
側の依頼に応じるほか、県民に特に周知の必要な話題を積極的に
取り上げる。

関 係 各 室 課
【 復 興 危 機 管
理室】

【復興危機管理室】
・県の放射線影響対策の取組や県産食材の放射性物質濃度検査結果
等について、ホームページや県政広報誌「いわてグラフ」で情報を
発信。
・放射線影響対策に係る県の取組をとりまとめた「岩手県放射線影
響対策報告書」を発行。

【復興危機管理室】
・県の放射線影響対策の取組や県産食材の放射性物質濃度検査結
果等について、ホームページや県政広報誌「いわてグラフ」で情
報を適時に発信
・令和５年８月に放射線影響対策に係る県の取組をとりまとめた
「岩手県放射線影響対策報告書」を発行
・引き続き県民等の不安の解消や風評被害の払拭に向けて、関係
室課、市町村その他関係団体と連携して取り組む。

関 係 各 室 課
【 環 境 保 全
課】

【環境保全課】
・県で作成した放射線の基礎知識にかかるリーフレットを活用した
普及啓発
・空間線量率の連続モニタリングのほか、雨や雪、大気中のちり、
河川水、海水、土壌、農水産物等（水道水、原乳、野菜類、穀類、
海藻及び貝類）について放射性物質の測定結果を公表

【環境保全課】
・県で作成した放射線の基礎知識にかかるリーフレットを活用し
た普及啓発。
・空間線量率の連続モニタリングのほか、雨や雪、大気中のち
り、河川水、海水、土壌、農水産物等（水道水、原乳、野菜類、
穀類、海藻及び貝類）について放射性物質の測定結果を公表。

関 係 各 室 課
【 県 民 く ら し
の安全課】

【県民くらしの安全課】
・食の安全安心DVD等による情報発信。
・食品表示に係る研修会を、保健所において計73回開催し、のべ
2,218人が参加。
・県ホームページ等による食中毒注意喚起の情報提供を行った。
・健康への危険度が最大の「クラス１」であって、現に流通してい
る食品の回収があった場合、SNSを活用して速やかな情報提供に努
めることとしていたが、該当する３件について、県の公式ツイッ
ターにより速やかな情報発信を行った。

【県民くらしの安全課】
・食品表示基準等について県民等の研修会を保健所等で実施予
定。
・県公式ツイッターによる情報発信（食品自主回収）
・食中毒防止についてリーフレットにより周知

33
食品の安全性等に関する
情報の提供

８ 食育を通
じた食の安全
安心に関する
知識の普及啓
発

（１）食の安全
安心に関する知
識の普及と理解
の増進

5



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

保健体育課 34

食育担当者等を対象とし
た研修会の開催
（学校における食育の推
進）

（食育推進計画に同じ）
・研修会において、食に関する指導の実践事例の紹介等により、学
校における食育の推進を支援した。
・食育推進等研修会（オンライン開催）
（オンデマンド配信期間:10/27～12/9、受講者135名）

・研修会等において、食に関する指導の実践事例の紹介等によ
り、学校における食育の推進を支援する。
・食育推進等研修会の開催（オンライン開催 11月予定）

保健体育課 35

学校における食育教材の
活用促進
（学校における食育の推
進）

（食育推進計画に同じ）
・栄養教諭新規任用研修等において、食育教材を活用した指導方法
の普及を図った。
・栄養教諭新規任用研修
（４/19、受講者1名）
・岩手県栄養教諭学校栄養職員研修会
（６/22、受講者119名）
・食育推進等研修会（オンライン開催）
（オンデマンド配信期間:10/27～12/9、受講者135名）

・各研修会において、食育教材を活用した指導方法の普及を図
る。
・岩手県栄養教諭学校栄養職員研修会
（６/30 開催予定）
・食育推進等研修会の開催（オンライン開催 11月予定）

保健体育課 36

食に関する指導の全体計
画作成と食育担当者の設
置
（学校における食育の推
進）

（食育推進計画に同じ）
・研修会等において、食に関する指導の在り方や先進事例の紹介等
により、学校における食に関する指導の全体計画作成を支援した。
・食育推進等研修会（オンライン開催）
（オンデマンド配信期間:10/27～12/9、受講者135名）

・研修会において、食に関する指導の在り方や先進事例の紹介等
により、学校における食に関する指導の全体計画作成を支援す
る。
・食育推進等研修会の開催 （オンライン開催 11月予定）

農 林 水 産 企 画
室

37
学校等における農林漁業
体験学習の支援

・農林漁業体験インストラクター等の派遣・紹介や、体験学習、関
係施設の見学等の受入などの支援を実施。
 （実施件数121件、参加人数9,866人）

・農林漁業体験インストラクター等の派遣・紹介や、体験学習、
関係施設の見学等の受入などの支援を実施。
（計画件数約100件、計画人数約9,000人）

流通課 38 酪農体験等の学習支援
・「酪農出前教室」未実施の小学校で、牛乳及び酪農の知識普及の
活動を実施した（20の小学校で実施）。

・引き続き、「酪農出前教室」未実施の小中学校を中心に、牛乳
及び酪農の知識普及の活動を実施予定

流通課 39
生産者と消費者の結び付
きを深めた地産地消取組
の支援

・食のプロフェッショナルチームアドバイザーの派遣等により、産
直施設等（重点産直５施設）の運営強化の取組や生産者、食品事業
者との連携を支援した。
・地産地消促進計画未策定の市町村（1か所）に対し、策定を働き
かけを行い、計画策定となった。
・「いわて地産地消給食実施事業所」（Ｒ4.12末現在で79事業所）
及び「いわて地産地消弁当」（Ｒ4.12末現在で15個）の認定を実施
するとともに、ホームページ等を活用し地産地消情報を発信した。
・学校栄養教諭等に対する研修を実施するとともに（１回）、小学
校における地産地消の取り組みの支援（２回）を行った。

・食のプロフェッショナルアドバイザー派遣等により、産直施設
等の運営強化の取組や生産者、食品事業者の連携を支援
・各市町村の地産地消促進計画の実行支援
・「いわて地産地消給食実施事業所」及び「いわて地産地消弁
当」の認定を実施するとともに、ホームページ等を活用し、地産
地消情報を発信
・学校栄養教諭等に対する研修を実施（３回程度）

（２）食育など
を通じた農林水
産業に対する理
解の増進

８ 食育を通
じた食の安全
安心に関する
知識の普及啓
発

（１）食の安全
安心に関する知
識の普及と理解
の増進

6



Ⅲ 監視・指導の強化等による安全安心を支える体制の充実

施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

（１）農薬使用
者、販売者に対
する農薬適正使
用の指導

農 業 普 及 技 術
課

40
農薬適正使用研修会の開
催

・（再掲）農薬適正販売・使用研修会を開催し、167名が参加し
た。（10月12日、北上市）
・農薬危害防止運動を実施した。（６～８月）
・産直組織、卸売市場等への農薬適正使用重点指導を実施した。
（６～12月）
・冬期間の施設栽培葉菜類における農薬適正使用の重点指導を関係
指導機関・団体や産地直売所に対して通知（9/22）。

・農薬適正販売・使用研修会の開催（１回）
・農薬危被害防止運動の実施（６～８月）
・産直組織、卸売市場等への農薬適正使用重点指導（６～12月）
・冬期間の施設栽培葉菜類における農薬適正使用の重点指導（９
～12月）

畜産課 41 飼料の安全性試験の実施
・14事業場14点の飼料について肉骨粉の混入について鑑定を実
施。

・15事業場17点の飼料について肉骨粉の混入について鑑定を実施
する（年間計画による）。

畜産課 42
動物用医薬品使用実態調
査の実施

・32農場に対して動物用医薬品の使用実態調査を実施。
・前年度と異なる32農場（年間計画による）に対して動物用医薬
品の使用実態調査を実施する。

43 サーベイランスの実施

・サーベイランスを実施し、伝染性疾病の発生状況を監視。
・サーベイランス対象疾病及び検査件数
 ①結核 46件、②ブルセラ症 634件、③ＢＳＥ 1,074件、④
ＨＰＡＩ 86,781件

・サーベイランスを実施し、伝染性疾病の発生状況を監視する。
・サーベイランス対象疾病及び検査件数

①結核 152件、②ブルセラ症 824件、③ＢＳＥ 900件、④
ＨＰＡＩ 1,380件
（①、②は検査対象頭数見込み、③は死亡牛発生頭数見込み、④
は年間計画による）

44 農場への監視・指導
・飼養衛生管理基準の改正を農場へ周知
・サーベイランス検査にあわせ、農場の飼養衛生管理基準の遵守状
況を確認し、必要に応じて改善指導を実施。

・飼養衛生管理基準の改正を農場へ周知する。
・引き続き、農場の飼養衛生管理基準の遵守状況を確認し、必要
に応じて改善指導を実施する。

（４）水産物の
衛生管理に係る
指導

水産振興課 45
衛生管理研修会講習会の
開催、衛生管理の現場指
導

・水産物の安全性を確保するため、高度衛生品質管理地域づくりに
取り組む市町村の地域計画の実行支援や、衛生管理研修会の開催、
専門のアドバイザーによる衛生指導等により各段階でのIFｒHACCP
の導入を促進した。

・水産物の安全性を確保するため、高度衛生品質管理地域づくり
に取り組む市町村の地域計画の実行を支援するとともに、各段階
でのIFｒHACCPの導入を促進する。

（５）貝毒の監
視等に係る指導

水産振興課 46
貝 毒 の 監 視等 （貝 毒検
査、出荷規制等）に係る
指導

・県の貝毒管理措置要綱等に基づき、県漁業協同組合連合会と連携
し、漁協に対して監視等の徹底を指導した。
（貝毒原因プランクトンの監視、業界による自主検査、規制値を超
えた場合の出荷規制等）

・県の貝毒管理措置要綱等に基づき、県漁業協同組合連合会と連
携し、引き続き漁協に対して監視等の徹底を指導する。
（貝毒原因プランクトンの監視、業界による自主検査、規制値を
超えた場合の出荷規制等）

（６）ノロウイ
ルスの監視等に
係る指導

水産振興課 47
ノ ロ ウ イ ルス の監 視等
（出荷前検査）に係る指
導

・県と業界の対応指針に基づき、県漁業協同組合連合会と連携し、
漁協に対して監視等の徹底を指導。
（業界による自主検査、ノロウイルスが検出された場合の出荷自粛
等）

・県と業界の対応指針に基づき、県漁業協同組合連合会と連携
し、引き続き漁協に対して監視等の徹底を指導する。
（業界による自主検査、ノロウイルスが検出された場合の出荷自
粛等）

９ 生産段階
における監
視・指導

（２）飼料、動
物用医薬品の適
切な管理・適正
な使用の指導

（３）家畜伝染
性疾病の発生予
防、まん延防止
のための各種疾
病の検査・監視

畜産課

7



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

県 民 く ら し の
安全課

48
食品衛生監視員による施
設監視

・各保健所の食品衛生監視員が食品関係営業施設の監視指導を計画
的に実施。
監視指導率 120.4％

・各保健所の食品衛生監視員が食品関係営業施設の監視指導を計
画的に実施し、食品関係施設に対する監視指導件数述べ割合の目
標達成（100％）を目指す。

県 民 く ら し の
安全課

49
食品衛生監視員による事
業者への講習会の実施

・各保健所の食品衛生監視員が計画的に、事業者に対し衛生講習会
を開催。
（183回、4,551人）

・各保健所の食品衛生監視員が計画的に、事業者に対し衛生講習
会を開催する。

県 民 く ら し の
安全課

50
流通食品の収去検査の実
施

・各保健所の食品衛生監視員が収去検査を計画的に実施。（1,105
検体、基準値違反事例1件）

・各保健所の食品衛生監視員が広域流通食品等を中心とし、県内
で生産、製造・加工等された食品等について、施設の衛生管理や
自主検査の状況等を踏まえながら違反の可能性が高い食品等及び
項目に重点を置いて、収去検査を計画的に実施する。

県 民 く ら し の
安全課

51
残留農薬や遺伝子組換え
食品に係る収去検査

・残留農薬100検体、遺伝子組換え食品6検体、収去検査を実施。
（基準値違反なし）

・残留農薬については、100検体、遺伝子組換え食品について
は、６検体収去検査を実施予定。

県 民 く ら し の
安全課

52
食品表示に関する店舗へ
の指導

（再掲 施策５(1））
・県内の事業者店舗について、表示点検を実施。
・加工食品の原料原産地表示の義務化について周知を図った。

（再掲 施策５(1））
・県内の事業者店舗について、表示点検を実施する。
・加工食品の原料原産地表示の義務化等、引き続き新たな制度に
基づいた表示について適切に指導する。

県 民 く ら し の
安全課

53
食 品 衛 生 法に 基づ く監
視・指導と併せた食品表
示制度の普及

（再掲 施策５(1））
・監視時において適正な食品表示制度の普及に努めた。

（再掲 施策５(1））
・監視時において適正な食品表示制度の普及を図る。

健 康 国 保 課 、
県 民 く ら し の
安全課

54
食品・薬務合同監視指導
等

・各保健所の薬事監視員と食品衛生監視員が連携し、監視指導を実
施。
・痩身・強壮用健康食品及び指定薬物の含有が疑われる物の買上調
査を実施した。（5品目）

・各保健所の薬事監視員と食品衛生監視員が連携し、監視指導を
実施する。
・痩身・強壮用健康食品及び指定薬物の含有が疑われる物の買上
調査を実施する（10品目程度）。

健 康 国 保 課 、
県 民 く ら し の
安全課

55
県民への健康食品に関す
る普及啓発

・各保健所にリーフレットを配架するなど、県民への普及啓発を
図った。

・各保健所にリーフレットを配架するなど、県民への普及啓発を
図る。

県 民 く ら し の
安全課

56
と畜場及び食鳥処理場へ
の監視指導

・岩手県食品衛生監視指導計画に基づき計画的に監視指導を実施。
（と畜場772件、食鳥処理場39件）

・岩手県食品衛生監視指導計画に基づき、計画的に監視指導を実
施する。

県 民 く ら し の
安全課

57
と畜場及び食鳥処理場の
作業従事者への衛生講習
会の実施

・作業従事者に対して計画的に衛生講習会を開催。
（と畜場29回533人、食鳥処理場1回39人）

・作業従事者に対して計画的に衛生講習会を開催する。

（１）県内流通
食品に対する検
査及び監視・指
導

（２）食品にお
ける残留農薬や
添加物等の検査
の実施

（３）食品表示
に関する店舗へ
の指導（再掲）

（４）「健康食
品」による健康
被害の防止のた
めの監視・指導
等

（５）と畜検
査・食鳥検査等
の適正実施及び
と畜場、食鳥処
理場に対する衛
生的な処理の指
導

10 製造・加
工、流通段階
における監
視・指導
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施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

（６）大規模イ
ベントに向けた
監視指導等の強
化

県 民 く ら し の
安全課

58
次期大規模イベントに向
けた飲食店関係施設への
立入指導

・大規模イベントでの食品事故発生防止に努める
・令和４年9月に開催の全国スポーツマスターズ岩手大会に際し、
宿泊施設等への衛生講習会及び集中的な監視を実施した。
（衛生講習会7回・62名参加。大会に関係する宿泊施設105箇所、
仕出し・弁当施設4か所の監視指導）
・令和５年２月に開催の冬季国体スキー大会に際し、宿泊施設等へ
の衛生講習会及び集中的な監視を実施した。
（衛生講習会１回・28名参加。大会に関係する宿泊施設35箇所、
仕出し・弁当施設及びおふるい施設３箇所の監視指導）

・大規模イベントが開催される際は、食品関連事業者における食
品事故発生防止に努める。

（７）野生鳥獣
肉に係る衛生管
理の監視・指導

県 民 く ら し の
安全課

59
野生鳥獣肉の処理を行う
施設への立入指導

・野生鳥獣肉の処理を行う施設2施設中2施設に対し、立入指導を実
施。

・野生鳥獣肉の処理を行う施設に対し、立入指導を行う。

県 民 く ら し の
安全課

60 輸入食品の収去検査 ・輸入食品について、53検体の収去検査を実施し、違反なし。 ・輸入食品について50検体収去検査を実施する。

県 民 く ら し の
安全課

61
輸入業者事務所等への立
入指導

・輸入事業者に対し、立入指導を実施。違反事例なし。 ・輸入事業者に対し、必要に応じ立入指導を行う。

（２）国との連
携による輸入食
品に関する検査
等の情報の提供

県 民 く ら し の
安全課

62
国の検疫所等における検
査等の情報収集、提供

・岩手県食品衛生監視指導計画に基づき県が行った、輸入食品等に
関する収去検査結果をホームページにて公表。（53検体の収去検査
を実施し、違反なし）

・岩手県食品衛生監視指導計画に基づき県が行った、輸入食品等
に関する収去検査結果をホームページにて公表する。

防災課
【防災課】
・訓練等の支援。

・訓練等を支援

県 民 く ら し の
安全課

【県民くらしの安全課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫作業支援班員の研修会を、実
開催５回及び新型コロナウイルス感染症拡大防止のため書面開催に
より実施した。

【県民くらしの安全課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫作業支援班員の研修会を５
回開催

畜産課
【畜産課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫支援班⾧を対象に、高病原性
鳥インフルエンザや豚熱に関する現地統括訓練を開催（1回）

【畜産課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫支援班⾧を対象に、高病原
性鳥インフルエンザや豚熱に関する現地統括訓練を開催（1回）

防災課
【防災課】
・マニュアル整備等の支援。

・マニュアル整備等の支援。

県 民 く ら し の
安 全 課 、 畜 産
課

【県民くらしの安全課、畜産課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫作業支援班設置要領に基づく
班⾧21名及び班員630名体制を整備。また、本部及び地方支部にお
ける危機警戒連絡網を整備。

【県民くらしの安全課・畜産課】
・高病原性鳥インフルエンザ家畜防疫作業支援班設置要領に基づ
く班⾧21名及び班員630名体制を整備。また、本部及び地方支部
における危機警戒連絡網を整備。

県 民 く ら し の
安全課

65
食中毒対策緊急連絡訓練
の実施

・食中毒対策緊急連絡訓練 １回実施
・広域連携協議会による広域食中毒発生時訓練 １回実施

・食中毒対策緊急連絡訓練 ２回

10 製造・加
工、流通段階
における監
視・指導

12 危機管理
体制の充実

11 輸入食品
に対する監
視・指導

危機管理訓練等の実施

64
危機管理に関するマニュ
アル等の整備

（１）食に関す
る危機管理対策
の運用と訓練の
実施

63

（１）輸入食品
に対する収去検
査と監視・指導

9



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

（２）食中毒等
発生時における
被害の拡大防止

県 民 く ら し の
安全課

66
危機対策の実施による被
害の拡大防止

・関係機関と情報共有及び連携を保ち、発生時における迅速な対応
を図るとともに、リーフレット配付等により飲食店及び消費者への
注意喚起を実施。
（R4 食中毒発生件数13件）

・関係機関と情報共有及び連携を保ち、発生時における迅速な対
応を図るとともに、リーフレット配付等により飲食店及び消費者
への注意喚起に努める。

防災課 67 災害に備えた食料の備蓄
・岩手県災害備蓄指針に基づく計画的な備蓄実施。
・県民や事業所へ備蓄を進めるための広報（ホームページなど）の
実施。

・岩手県災害備蓄指針に基づく計画的な備蓄の実施
・県民や事業所へ備蓄を進めるための広報（ホームページなど）
の実施

県 民 く ら し の
安全課

68
災 害 発 生 時食 品衛 生マ
ニュアル等の整備

・災害が発生した場合は、食中毒防止や被害拡大等の対策に取り組
む。

・災害が発生した場合は、食中毒防止や被害拡大等の対策に取り
組むとともに、必要に応じて災害発生時食品衛生マニュアルの見
直しを実施する。

（１）残留農薬
や動物用医薬品
の分析体制の強
化

環 境 保 健 研 究
センター

69
試験法開発事業への参加
等による最新知見と技術
の習得

・厚生労働省が残留農薬等の試験法を開発するために実施する事業
に参加し、畜水産物9食品を対象に試験法の妥当性評価を実施し
た。
・残留農薬等の迅速かつ効率的な分析を行うため、農産物10品目の
妥当性評価及び17品目の添加回収実験を行い、試験方法の改良に取
り組んだ。

・引き続き、厚生労働省が残留農薬等の試験法を開発するために
実施する事業に参加し、試験法開発に貢献しながら最新技術の習
得に努める。
・残留農薬等の分析を行う装置であるGC-MS/MSは、キャリアガ
スにHeを使用しいるがこの流通が不安定である。そのためHeに換
えて水素を使う分析法を開発しHeの不安定な流通に対応するよう
努める。

（２）食の安全
安心に関する試
験研究の実施

環 境 保 健 研 究
センター

70
食の安全安心を支えるた
めに必要な試験検査に関
する研究の実施

・麻痺性貝毒の増減に関するフィールドデータの蓄積を行うため、
ホタテガイを採取し液体クロマトグラフ質量分析計（LC-MS/MS）
を用いて分析した。

また、遺伝子情報によるキノコの同定を可能とするため、PCR法
を用いた試験法に関する検討を行った。
・食品添加物検査の効率的な実施を可能とするため、違反が散見さ
れる指定外着色料の分析条件を確定した。

・自然毒成分の標準品を追加整備するとともに、液体クロマトグ
ラフ質量分析計の分析条件を追加して分析可能品目を追加する。
 また、引き続き、キノコの遺伝子情報による同定を行うため、
PCR法を用いた試験法に関する検討を実施する。
・食品添加物として陽イオン界面活性剤（DDAC）を使用した事
例を受けて他の陽イオン界面活性剤も併せて一斉に分析できる試
験法の開発を検討する。

（３）災害発生
時の食の安全安
心の確保

12 危機管理
体制の充実

13 食品の安
全性確保等に
関する調査研
究の推進

10



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

関 係 各 室 課
【 復 興 危 機 管
理室】

（再掲 施策８(1)）
・県の放射線影響対策の取組や県産食材の放射性物質濃度検査結果
等について、ホームページや県政広報誌「いわてグラフ」で情報を
発信。
・放射線影響対策に係る県の取組をとりまとめた「岩手県放射線影
響対策報告書」を発行。

【復興危機管理室】
（再掲 施策８(1)）
・県の放射線影響対策の取組や県産食材の放射性物質濃度検査結
果等について、ホームページや県政広報誌「いわてグラフ」で情
報を適時に発信
・令和５年８月に放射線影響対策に係る県の取組をとりまとめた
「岩手県放射線影響対策報告書」を発行
・引き続き県民等の不安の解消や風評被害の払拭に向けて、関係
室課、市町村その他関係団体と連携して取り組む。

関 係 各 室 課
【 環 境 保 全
課】

（再掲 施策８(1)）
・県で作成した放射線の基礎知識にかかるリーフレットを活用した
普及啓発
・空間線量率の連続モニタリングのほか、雨や雪、大気中のちり、
河川水、海水、土壌、農水産物等（水道水、原乳、野菜類、穀類、
海藻及び貝類）について放射性物質の測定結果を公表

【環境保全課】
（再掲 施策８(1)）
・県で作成した放射線の基礎知識にかかるリーフレットを活用し
た普及啓発。
・空間線量率の連続モニタリングのほか、雨や雪、大気中のち
り、河川水、海水、土壌、農水産物等（水道水、原乳、野菜類、
穀類、海藻及び貝類）について放射性物質の測定結果を公表。

関 係 各 室 課
【 県 民 く ら し
の安全課】

・食品に関する信頼の向上と魅力ある岩手の食を提供する調理師の
資質向上等を図るため、「食のおもてなし 調理師のつどい」を開
催。（11/21 参加者60名）
（再掲 施策８(1)33）
・食の安全安心DVD等による情報発信。
・食品表示に係る研修会を、保健所において計73回開催し、のべ
2,218人が参加。
・県ホームページ等による食中毒注意喚起の情報提供を行った。
・健康への危険度が最大の「クラス１」であって、現に流通してい
る食品の回収があった場合、SNSを活用して速やかな情報提供に努
めることとしていたが、該当する３件について、県の公式ツイッ
ターにより速やかな情報発信を行った。

【県民くらしの安全課】
・優良調理師知事表彰式の実施
・著名料理人による講演会の実施
（再掲 施策８(1)）
・食品表示基準等について県民等の研修会を保健所等で実施予
定。
・県公式ツイッターによる情報発信（食品自主回収）
・食中毒防止についてリーフレットにより周知

（２）食品に関
する相談の実施
（一部再掲）

県 民 く ら し の
安全課

72
食品表示110番の設置と
県民から相談等の対応、
指導の実施

（再掲 施策５(2)）
・食品表示110番の開設
・食品表示専門員１名を配置した。
・食品表示110番受理件数11件。

（再掲 施策５(2)）
・食品表示110番の開設
・引き続き専門員を配置し、適切な対応や指導に努める。

（３）食品衛生
監視員の資質向
上

県 民 く ら し の
安全課

73
研修計画に基づく研修の
実施

・国及び関係機関主催研修 7人（集合研修の他、誌上発表、オン
ライン研修参加を含む）
・新任食品衛生監視員研修 10人

・国及び関係機関主催研修 ７人
・新任食品衛生監視員研修 7人

71 情報発信

14 情報の提
供と相談体制

の充実

（１）食品の安
全安心に関する
情報の発信

11



施策 取組項目 担当課等 NO 取組内容 R４実績・課題 R５計画

関 係 各 室 課
【 復 興 危 機 管
理室】

・県産食材の放射性物質濃度検査結果等について、ホームページや
県政広報誌「いわてグラフ」で情報を発信。

【復興危機管理室】
・県産食材の放射性物質濃度検査結果等について、ホームページ
や県政広報誌「いわてグラフ」で適時に情報を発信
・引き続き県民等の不安の解消や風評被害の払拭に向け取り組む

関 係 各 室 課
【 農 林 水 産 企
画室等】

・県産農林水産物について、四半期毎に作成する「県産農林水産物
の放射性物質濃度の検査計画」に基づき、放射性物質濃度の検査を
実施。
 検査件数:6,628件 うち基準値超過件数0件（令和５年３月末現
在）
・検査計画は、国の「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・
解除の考え方」に基づき策定。

【農林水産企画室等】
・県産農林水産物について、四半期毎に作成する「県産農林水産
物の放射性物質濃度の検査計画」に基づき、放射性物質濃度の検
査を実施する。
・国の「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え
方」に基づき、検査計画を策定

関 係 各 室 課
【 県 民 く ら し
の安全課】

・流通食品について、岩手県食品衛生監視指導計画に基づき、収去
検査を計画的に実施し、食品中の放射性物質濃度の測定を実施し
た。
（検査件数200件 うち基準値超過件数0件）

【県民くらしの安全課】
・流通食品について、岩手県食品衛生監視指導計画に基づき、収
去検査を計画的に実施し、食品中の放射性物質濃度を測定する。
・流通食品に関する検査の継続

（４）県産食材
等の放射性物質
検査及び検査結
果の公表

74
放射性物質検査及び検査
結果の公表

14 情報の提
供と相談体制
の充実
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◆岩手県食の安全安心推進計画  県以外の主体の取組状況 （令和４年度） 

Ⅰ 安全で環境負荷の少ない食品の生産・製造等の推進 

●施策１ 生産段階における食品の安全性の確保への支援 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 農産物の生産者は、岩手県版ＧＡＰに
取り組み、農産物の安全性の確保に努
めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 畜産経営体は、衛生的管理の実施に
努めるとともに、農場ＨＡＣＣＰなど、より
高度な衛生的管理技術の導入に努めま
す。 

 
○ 酪農経営体は、生産した生乳の乳質・
搾乳手技のチェックと、チェック内容の記
録による衛生的管理の確認、改善を行
い、より一層の乳質の向上に努めます。 

 
 

・岩手県版ＧＡＰチェックシートを活用し、病原性
微生物等の付着防止や異物の混入防止対策
（例：汚染果実の除去、残さの適正処理）を実
践。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・飼養衛生管理基準の遵守のため、チェック表
を用いて自己点検をするとともに、家畜保健衛
生所の立入に対応し、指摘された項目につい
て改善に努めている。また、養豚農場１農場が
農場ＨＡＣＣP認証に向けて取組を実施中。 

・生産者団体（農協等）が主体となり、搾乳手技
等のチェックのための農場巡回を実施。 

 
 
 
 

「ＪＡ全農いわて」として 
・ＧＡＰ取組支援（国際水準ＧＡＰ対応） 
→更新取得支援（GLOBALGAP） 
    品目：ﾚﾀｽ（奥中山）、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ（宮古） 
    認証更新日：令和４年12月 
    取組内容：現地ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等の実施 
→更新取得支援（ASIAGAP） 
品目：金色の風 
    認証更新日：令和４年10月 
    取組内容：現地ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等の実施 
→新規取得支援 
品目：ねぎ（花巻5年度予定）、レタス（岩手町6

年度予定） 
    取組内容：現地ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等の実施 
・農薬関係の取り組み 
→残留農薬分析（米：379点、野菜：443点） 
→農薬の適正使用の指導（JAへの文書通知：

１回、農薬管理アドバイザー試験の受講促
進） 

 
 
 
 
 
 

資料１－４ 
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食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 養鶏経営体は、自主検査の実施等に
より、食中毒起因菌の汚染防止に努めま
す。 

・食中毒起因菌であるサルモネラの自主検査を
実施。また、家畜保健衛生所の立入に対応し、
指摘があった際には改善に努めている。 

 
 
 
 

「いわて生活協同組合」として 
・「公開安全確認会」を開催。産直品生産者の
もとへ生協常勤者と組合員が訪問し、チェッ
クリストに基づき生産・管理の状況を確認する
取り組み。令和４年度は29産地を63人の組合
員参加で実施。（コロナ下のため、参加人数
を1産地2～3人に制限） 
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●施策２ 製造・加工、流通段階における食品の安全性の確保への支援 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品や高度な衛生管理に関する知識
を習得するとともに、ＨＡＣＣＰに沿った
衛生管理の実践に努めます。 

・法改正により導入されたHACCPに沿った衛生
管理を実践するため、衛生管理計画作成ワー
クショップなどを受講 

 

「いわちく」として 
民間認証のISO22000、FSSC22000の維持審
査の受審と次世代の管理者養成教育を実施
し、継続的な運用と衛生管理の向上に取り組
んでいる。 

 
「岩手県食品衛生協会」として 
・県から講師を招き、食品衛生指導員研修会
を開催し、HACCPの考え方を取り入れた巡
回指導能力の育成と強化に努めた。 

・各保健所との共催により小規模事業者を対
象とした「衛生管理計画作成ワークショップ」
を開催し、厚生労働省の手引書を参考に、
HACCPの考え方を取り入れた衛生管理によ
る衛生管理計画の作成を支援した。 

・従業員50人以上の大規模事業者等９社を対
象として「HACCPプラン作成セミナー（２日
間） 」を 開催し 、 HACCP ７ 原則に 基づく
HACCPプランの作成を支援した。 

・県から委嘱を受けた食品安全サポーターが
巡回指導等により、HACCPの考え方を取り
入れた衛生管理の現場指導を行い、その推
進、定着を図った。（指導施設数：4,177施設） 

 
「いわて生活協同組合として」 
・食品の安全確保、事故防止のためにアイコ
ープ商品（いわて生協の県産品）の製造委託
メーカーの工場の点検（57工場）、品質管理
室での商品検査（3,323）を実施。 
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●施策３ 食の安全安心に関わる人材の育成 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 農薬管理使用アドバイザーの指導・助
言等により、農薬の適正使用に努めま
す。 

○ 食品衛生上の危害の発生防止のた
め、食品衛生責任者を設置して衛生管
理の徹底を図り、安全な食品の提供に努
めます。 

 
 
 
 
 
○ 適正な食品表示を推進するため、講
習会等への参加などにより、食品表示に
関する知識の習得と適正表示の実践に
努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・食品表示に関する講習会へ参加 

 
 
 
「岩手県食品衛生協会」として 
・食品衛生責任者養成講習会を計27回開催
し、新たに1,761名の食品衛生責任者を養成
した。 

・食品衛生責任者実務講習会（フォローアップ
研修会）を計105回開催し、1,868名の食品衛
生責任者に対して食品衛生に関する新しい
知識と知見の習得に努めた。 

 
「いわちく」として 
適正な食品表示の取り組みとして、食品表示
検定対策セミナー（1名）、岩手県主催の食品
表示講習会（4名）を受講し知識の習得と力
量の向上を図った。 

 

 
●施策４ 環境負荷の少ない産地づくりの推進 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 農産物の生産者は、豊富な有機物を
利用した土づくりや、適切な化学肥料・化
学合成農薬の使用等による環境負荷の
軽減に配慮した環境保全型農業に取り
組みます。 

・生産者が、化学肥料・化学合成農薬５割以上
低減等の取組を、環境保全型農業直接支払制
度（国事業）を活用して実践。 

「いわて生活協同組合」として 
・産直品は組合員と生産者のつながりを大切
にし、農薬の使用基準をはじめ、様々な基準
を設け、自然環境や生態系に配慮した栽培
方法・飼育方法で生産している。（産直農産
物のほとんどが特別栽培） 
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Ⅱ 食品に関する信頼の向上と県民理解の増進 
●施策５ 食品の適正表示の推進 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品の表示に関する関係法令を遵守
するとともに、消費者に対して、誤解を与
えるような表示及び過大な景品類の提供
や、虚偽又は誇大な広告をしないように
努めます。 

 

・保健所の実施する事業者に対する衛生教育講
習会へ参加 

・食品表示に関する講習会を受講 

「岩手県食品衛生協会」として 
・食品衛生責任者養成講習会（1,761名/27回）
及び食品衛生責任者実務講習会（1,868名
/105回）を開催した。 

 
●施策６ 食品の信頼向上のための相互理解の増進 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品関連事業者自らがリスクコミュニケ
ーションを開催し、食品の安全の確保に
関する取組などの情報を県民に提供す
るよう努めるとともに、食品衛生に関する
講習会への参加等により食品の衛生的
な取扱等に関する知識を習得し、安全な
食品の提供に努めます。 

 
 
 
○ 関係法令を遵守し、トレーサビリティに
必要な取組（牛肉・米穀等の取扱情報の
記録・保存及び産地情報の伝達）や活動
の“見える化”により、消費者の信頼向上
や企業業績の向上に努めます。 

・保健所の実施する事業者に対する衛生教育講
習会へ参加 

 

「岩手県食品衛生協会」として 
・施策５に同じ 
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●施策７ 自主回収報告制度による食品回収情報の適切な提供 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 事業者は、適切に食品等の自主回収
及び報告を行うとともに、当該自主回収
情報を自ら積極的に公表することにより、
当該食品の迅速な回収に努めます。 

 
○ 自らの店舗等において他業者が自主
回収すべき食品が発生した場合には、当
該事業者及び最寄りの保健所への通報
等により、当該食品の迅速な自主回収に
努めます。 

 

・保健所の指導のもと、自主回収対象食品の迅
速な回収に努めている。 

 
 

「岩手県食品衛生協会」として 
・施策５に同じ 
 
 
 
「いわちく」として 
自主回収の際、迅速な回収と正確な報告に努
め、消費者へ広く周知に努めた。 

 

 
●施策８ 食育を通じた食の安全安心に関する知識の普及啓発 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品の生産から販売に至る各段階に
おける食の安全安心の確保に関する情
報について、県民への分かりやすく、適
切な提供に努めます。 

 
 
 
 
 
○ 農林漁業体験の機会の提供に努めま
す。 

 
 
○ 県産食材の円滑な供給や利用拡大に
努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・児童等を対象とした農作業体験、生産現場や
施設の見学等を通じた生産、製造等への理解
促進 

 
 
 

「岩手日報社」として 
記事の掲載等を通じて、食育への理解が深

まるよう努めている。 
（主な事例） 
・児童生徒の農林漁業体験 
・学校給食における地産地消 
・連載「つなぐ 農・食・命」 ※２０２２年６月終   
了 
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Ⅲ 監視・指導の強化等による安全安心を支える体制の充実 
●施策９ 生産段階における監視・指導 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 農産物の生産者は、指導会等に参加
し、生産活動の中で農薬の適正かつ安
全な使用に努めます。 

 
○ 家畜飼料や動物用医薬品を取り扱う
業者は、飼料及び動物用医薬品の定め
られた基準の遵守に努めます。 

 
○ 畜産関係団体は、畜産経営体に対
し、飼養衛生管理技術に関する情報提
供、指導を行うとともに、疾病発生時に
は、畜産経営体及び県が実施するまん
延防止対策に協力します。 

 
○ 畜産経営体は、飼養衛生管理基準、
飼料及び動物用医薬品に求められた基
準の遵守に努めます。 

 
○ 衛生管理講習会への参加や専門家に
よる現場指導を通じて、衛生管理に関す
る知識を習得し、自主衛生管理の向上を
図ります。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
・岩手県建設業協会は、畜産経営体や県と連携
して埋却訓練を実施するなど、疾病発生時に
備えた準備を実施。 

 
 
 
・畜産経営体は、飼養衛生管理基準の自己点
検を定期的に実施。 

 
 
・畜産経営企業は、家畜保健衛生所の協力の
下、衛生管理の向上のため、飼養衛生管理者
の勉強会を開催。 
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食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 二枚貝等の出荷責任者は、安全性を
確保するため、継続的な貝毒検査の徹
底に努めます。 

 
 
 
 
 
○ 岩手県漁業協同組合連合会等は、生
食用カキの安全性を確保するため、ノロ
ウィルスの出荷前自主検査の徹底に努
めます。 

・岩手県漁業協同組合連合会等は、水産技術
センターから提供された貝毒プランクトン情報
を収集するとともに、貝毒に係る出荷前自主検
査を実施（R4.4～R5.3：ホタテガイの麻痺性貝
毒525検体、下痢性貝毒280検体）。毒量が規
制値を超えた場合は、出荷を自主規制。 

 
 
・岩手県漁業協同組合連合会等は、生食用カキ

のノロウイルスについて、出荷前自主検査を実
施。（R4.4～R5.3：359検体） 

 
●施策 10 製造・加工、流通段階における監視・指導 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品衛生監視員による監視・指導及
び各種講習会等における食品の衛生管
理や食品表示に関する知識の習得によ
り、自主衛生管理の向上や食品表示の
適正化に努めます。 

 
○ 健康食品に関係する食品衛生法や医
薬品医療機器等法の内容を理解するとと
もに、違反事例などを認識し、健康被害
の未然防止に努めます。 

・食品表示に関する講習会へ参加 
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食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 県内の出荷制限が指示されている地
域で捕獲された野生鳥獣肉は、出荷制
限指示が解除されるまで使用しないとと
もに、出荷制限指示が解除された場合や
他県で捕獲された野生鳥獣肉を使用す
る場合には、「野生鳥獣肉の衛生管理に
関する指針（ガイドライン）」に従い衛生管
理を徹底し、食中毒の発生を防止しま
す。 

 
○ 狩猟者は、県内の出荷制限が指示さ
れている地域で捕獲した野生鳥獣肉を
出荷しないとともに、出荷制限指示が解
除された場合や他県で野生鳥獣を捕獲
する場合には、「野生鳥獣肉の衛生管理
に関する指針（ガイドライン）」による狩猟
方法の遵守や異常確認等を行います。 

・食品表示に関する講習会へ参加 
 
 
 

 

 
 

●施策11 輸入食品に対する監視・指導 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品衛生監視員による監視・指導や
講習会の受講等により食品や衛生管理
に関する知識を習得し、輸入食品の自主
衛生管理の推進や安全性の向上を図り
ます。 
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●施策12 危機管理体制の整備 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 危機事案発生における行政への協力
等の役割について理解するとともに、危
機事案発生時には、適切な対応を講ず
ることにより被害の拡大防止に努めます。 

 
○ 食中毒等が発生した場合には、迅速
に保健所に相談し、保健所の調査に協
力するとともに、原因の究明や消費者へ
の相談等に対応します。 

・食中毒発生時は、速やかに保健所に届け出
し、調査に協力するとともに食中毒の衛生講習
を受講するなど再発防止に努めている。 
・危機事案発生時の即報及び情報共有に努め
ている。 

「岩手県食品衛生協会」として 
・施策５に同じ 

 
●施策13 食品の安全性確保等に関する調査研究の推進 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 農産物の生産者は、農薬の適正使用
などにより農産物の安全性の確保に努め
ます。 

  

 
●施策14 情報の提供と相談体制の整備 

食品関連事業者の役割 取組状況 補足（委員） 

○ 食品衛生監視員からの指導や県ホー
ムページ等の情報など、ＨＡＣＣＰに沿っ
た衛生管理などの適切な衛生管理や食
品表示に関する知識の収集に努めま
す。 

 
○ 食品の生産から販売に至る各段階に
おける食の安全安心の確保に関する情
報について、県民への分かりやすく積極
的な発信に努めます。 

 「岩手県食品衛生協会」として 
・施策５に同じ 


